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事業事前評価表 
 

１．対象事業名 
ベトナム社会主義共和国：南北鉄道橋梁安全性向上事業 
（貸付契約調印日：2004年 3月 31日、承諾金額：8,222百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府） 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
ベトナムにおける鉄道は、19 世紀フランスの植民地時代に建設が開始され、

1935年にはハノイ～サイゴン（当時）線が完成した。鉄道ネットワークは 7つ
の幹線ルートで構成され、いずれも単線・非電化である。2本の幹線として南北
線、東西線があり、南北線は北部・中央部・南部を結ぶベトナム国鉄全延長の 3
分の 2 を占める長大な旅客輸送を主とする幹線、また東西線はハノイと北部港
湾とを連絡する主要貨物路線となっている。これらに加えていくつかの放射ル
ートと枝線により国鉄路線が形成されている。全般に鉄道網密度は低く、ネッ
トワークは全国 61 省のうち 31 省を覆うに留まっているため、西南部や中央高
原部等の地域では鉄道サービスの利便性は低い。また、都市交通、特に大都市
における公共マストランジットとしての活用もなされていない状況であり、経
済発展のボトルネックとなっている。 
 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 
実質 GDP成長率 5.8％ 4.8％ 6.8％ 6.9％ 7.0％ 

（ベトナム政府発表） 
鉄道の利用率の低さは、主にインフラ整備の遅れに起因する。鉄道路線には
急曲線のカーブ区間や急勾配区間、また建設から 30年以上経過し老朽化した橋
梁やカルバートが多く存在し、軌道、路盤、信号、通信設備等についても、概
して老朽化した貧弱な状態に置かれている。また機関車や客車に関しても 輸送
力の不足、仕様不統一、多くが車齢 30年以上という状況にある。このような状
況から、鉄道施設の改良、維持修繕、運行効率改善等に要する投資需要は高い。 
ベトナム鉄道の営業路線のうち南北鉄道（ハノイ～ホーチミン線、全長約

1,700km）は、距離および旅客・貨物の輸送量において最大のシェアを持つ最
重要路線である。同線は 1935年の完成以降、戦争期間中には重要路線であるが
故に甚大な被害を受けたが、継続的な橋梁の架替や補修、軌道の改良等により、
76 年に運行を再開し現在に到っている。しかしながら予算・資材の不足や技術
面での問題から、それら補修・改良等は応急処置に過ぎず、急カーブ、急勾配、
小さなトンネル断面等の構造上の問題もあり、南北鉄道は安全性において大き
な課題を抱えている。南北鉄道の橋梁においては、経年劣化が著しく安全確保
を理由に時速 40km 以下の速度制限を行わざるを得ないものが多数あり、鉄道
の安全性確保、また輸送力増強のためにはそれらの改修が喫緊の課題となって
いる。 
本行の海外経済協力業務実施方針においても、持続的な経済成長を達成するた
めに、運輸等の経済インフラ整備は重点支援分野に位置付けられており、本事
業を支援する意義は大きい。    
３．事業の目的等 
本事業は、ハノイ～ホーチミン間鉄道（南北鉄道・全長約 1,700km）で経年
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劣化の激しい 17 橋梁の架け替えを行うことにより、鉄道運行の安全性を向上さ
せ、また同区間の旅客・貨物の輸送時間短縮を図り、もって輸送量増強を通じ
て市場・産業の発展に資することを目的とするものである。   
４．事業の内容 
（１）対象地域名   
南北鉄道のうちハノイ～フエ間の 17 橋梁 
（２）事業概要 

17 橋梁の架け替え及びアプローチ部分の改修工事と付帯設備建設（線形変更
に伴う駅舎移設、踏切撤去と立体交差化等）を行うもの。 
（３）総事業費 

9,896百万円（うち円借款対象額 8,222百万円） 
（４）スケジュール 

2004年 11月～2010年 11月（予定） 
（５）実施体制 
ベトナム運輸省（Ministry of Transport：MOT） 

（６）環境及び社会面の配慮 
（a） 環境配慮 
① カテゴリ分類 
本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002
年 4月制定）に掲げる影響を及ぼしやすい特性（非自発的大規模住民移転）
を伴うため、カテゴリ Aに該当する。（なお、本事業は同ガイドライン経過
期間中の要請案件であり、本事業に適用される「円借款における環境配慮の
ための JBICガイドライン」（99年 10月制定）上は、B種に該当する。） 
② 環境許認可 
予備的環境影響評価書（EIA）が 2003年 10月作成され、ベトナム政府の
承認済。 
③ 汚染対策 
橋梁の位置変更が発生する範囲において、変更後の路線の両側少なくとも

300m以内の範囲に、学校や病院は存在しない。路線付近に住宅地域が存在
し現状より騒音影響が大きくなると考えられる地点では、植樹等の対策が講
じられる予定。 
④ 自然環境面 
本事業実施による自然生態系への影響は特段予見されない。 

⑤ 社会環境面 
本事業では建設工事中の一時的なものも含め合計 34.5ha の用地取得が必
要となる見込みである。また、17橋梁中 5橋梁について、合計 44世帯の住
民移転が必要となる見込みである。各省に設立された補償委員会により補償
レートの決定、住民とのコンサルテーション等が実施される。 
⑥ その他モニタリング 
大気・水質、住民移転等についてのモニタリングが実施される。  

（７）その他特記事項 
特になし。 

５．成果の目標 
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評価指標（運用・効果指標） 
 
ハノイ～ホーチミン間の所要時間（旅客・貨物） 
 現状（2003年） 2011年(*)（目標） 
旅客列車 30.0時間 24.0時間 
貨物列車 60.0時間 54.1時間 

  (*)  供用開始後 2年 
６．外部要因リスク 
（１）ベトナム国及び事業対象周辺地域の経済の停滞／悪化 
（２）鉄道軌道、車輌、信号等、他の鉄道施設の改良未達 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の鉄道案件の事後評価においては、機材を供与する場合に、その完成後
の維持管理に支障を来たさないよう、技術者の人材育成や技術移転なども事業
範囲に含めておくことが必要であると指摘されている。本事業では、コンサル
ティング・サービスにおいて完成後の保線管理計画の策定を行ない、また必要
な人材育成を行うこととしている。 
８．今後の評価計画 
（１）今後の評価に用いる指標 
所要時間の短縮（時間） 

（２）今後の評価のタイミング 
事業終了後 

 


